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ご意見・質疑内容

1

【アウトカム指標（地域活動協議会）の目標値について】

・目標値が90％となっているが、現状の平野区やそれ以外の地域の数値

がわかれば教えてほしい。

　まちづくりセンターを活用した地域活動協議会に対する支援の有

効性を図るアンケートについては、今回から調査対象を「23地域の

地域活動協議会」に変更して実施するものであることから、全く同

じ調査での過去の数値等はございません。一方で、目標値（90%）

の設定にあたっては、参考として、昨年に「地域内の各団体」に対

して同様のアンケートを実施した際には91.9%と概ね満足されてい

る結果であったことを踏まえて設定をしております。

4

【大阪市公式LINEでの地域活動情報の発信について】

・大阪市公式LINEはプッシュ型で情報発信してくれるので、目にする機会

も多く、可能であれば地域活動の情報も発信してもらえたらと思う。

　LINEなどSNSを活用した情報発信は即時性や拡散の観点から情

報発信として有効と思われます。一方、登録者に限定されたり、受

信者に必要のない情報も届くため、各地域における広報としてSNS

の特性を活かした効果的な情報発信を推進してまいります。

5

【フリーWi-Fiの整備について】

・４月から万博が開催されることで海外からの来客も増えると予想され、

フリーWi-Fiの設置が進められているが、平野区役所を含め各区役所にも

フリーWi-Fiは設置されているのか。あれば便利になると思うので、民間

施設での設置を進めると共に行政施設でも進めていくべきだと思う。

　本市では、「Osaka Free Wi-Fi」をはじめとした通信環境の改善

に取組み、利便性の向上を図っているところです。

区役所庁舎では、一部の区において公衆無線LANを設置していると

ころはあるものの、同一フロア内に無線LANを複数設置すると電波

帯が重複し、業務上支障がでる可能性があることなどから、当区並

びに多数の区で設置していません。

2

【個人での防災訓練参加について】

・消防署で受けられる被災時の救助や防災訓練等について、地域活動に参

加していない個人でも受講できるような仕組みがあれば、より参加者が増

えるのではないか。

　消防署が地域団体に対して実施している訓練は、地域防災リー

ダーを中心とした自主防災組織を対象として実施していますが、災

害時に役立つスキルを多くの方に学んでいただけるよう、個人の方

も参加できる救命講習なども開催しています。この講習では、救命

処置や応急手当等の実技を学んでいただくことができます。救命講

習などは、各区の消防署のほか、大阪消防振興協会、大阪市阿倍野

防災センターあべのタスカルでも実施しています。

3

【地域活動の担い手不足について】

・担い手不足について、とにかく行事やイベントをやることで、そこでの

交流が新たなつながりを生み、それがまた次の行事やイベントにつながる

好循環になれば良いと思う。現在地域で活動している方々はボランティア

精神が高い方だと思うので、負担かと思うが、とにかくその方達でどんど

ん行事やイベントをやっていってもらえればと思う。

　現状として、地域活動協議会を知っている平野区民の割合は50％

未満となっています。ご意見のとおり、地域の取組を知り、活動に

参加してもらうところから担い手の発掘につながると考えておりま

す。区役所としても、地域行事などの活動を様々な媒体で広報して

まいります。

　マンション住民のコミュニティ形成は、地域の防災・防犯や地域

福祉等において重要なものとなっております。小学校の登下校時の

見守り活動など地域活動に集合住宅の住民が地域コミュニティに関

わるきっかけとしても集合住宅への町会加入促進を図る必要がある

と考えています。

・町会に加入していなくても、大きなマンションには独自のコミュニティ

がある場合もあるので、担い手不足の解消のためには、何が何でも町会加

入促進ということだけにこだわらず、そういった独自コミュニティといか

につながるかという観点を持ち、協力していくことも必要ではないか。そ

うすることで、例えばその中からボランティア活動に興味がある人がいれ

ば、町会活動の担い手になってくれる可能性もあるのではないかと思う。
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・新築マンションや戸建てが建設される前の段階から、販売業者に、購入者への町会加入を促すよう依頼を働きかけると効果的ではないかと思う。

・これまでの経験として、マンションが建設されるときにオーナーや業者に話をして、最初からマンションの管理費に町会費を含めてもらえないか

相談すると良いと思う。

【効果的と考える広報活動について】

・加美地域では地域で広報紙の発行を始めたが、最初は主に行事のお知らせ等、一方的な情報発信のみであった。２回目の発行では、意見や感想、

キャラクターの募集等の内容を掲載したところ、実際に応募があり、読み手側との双方向のやり取りを意識するのが良いと感じた。

・若者であっても意外と紙媒体は読んでいると思う。また、掲示板等に目立つように張り出されていたり、目につくところにチラシが置かれていた

りするのも効果的だと思う。広報については、どれか一つの方法だけが良いというよりは、紙媒体でもSNSでもとにかく色んなチャンネルがあった

方が周知につながると思う。

【自転車マナー向上について】

・区役所前の南港通り沿いの歩道は、歩道内に自転車通行帯があるものの、あまりルールが守られていない感じがするので、いっそのこと自転車通

行帯の部分は車道側に移して、さらに路面には進行方向の矢印を印字すれば、マナー向上につながるのではないか。

ご意見内容

【青パトの運行について】

・運行中に事故が生じ交通違反の点数が科されることになった場合、ボランティアで運転してくれている人がその責任を負うのはどうにかならない

のかと思う。

・新平野西地域では、青パトの担い手が高齢化していることから、運行回数を夜だけに減らしたり、昼間は見守り隊の方などに交差点に立ってもら

うことも検討している。

・若い世代の担い手が不足していることから、近隣の地域では、PTAや青少年指導員・福祉委員の方に青パトの運行を協力してもらっているところ

がある。例えば青少年指導員は毎月公園を自転車で見回りしているが、今時公園でたむろしている不良も少ないので、それならば青パトで見回りし

た方が効果的だと思う。

・車両の老朽化や地域での担い手不足でいずれ青パトを運行できなくなる可能性もあるので、今からそこを見据えて別の方法も考えていくべきだと

思う。例えば地域での担い手が不足しているなら、産業会や工業会などに声掛けして、業種によっては定休日が違うのでそれぞれ対応可能な日に協

力していただくといったことも考えられるのではないか。いずれにしても地域住民だけで解決するのではなく、頭を切り替えて頼れそうなところは

頼ってみるのも方法の一つではないか。

【町会加入について】

・町会加入率がどんどん低下しているので、何とか10年前の水準くらいに戻せるように何か方法を考えていってほしい。

区政会議におけるご意見

～主に【安全安心まちづくり】に関するご意見～

年月
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6

【ひらの百歳☆きらめき講座について】

・一人暮らしの高齢者は食事が偏りがちになるため、バランスの良い食事

について学べる講座があると良いのではないか。

　百歳体操でなくても、地域の担当保健師が、地域の集会所等に出

向き、食事・栄養や口腔機能向上、運動機能向上、人生会議

（ACP）、災害と健康管理等の健康講座を開催することができま

す。さらに、健康に関するものであれば、外部講師を派遣すること

も可能ですので、ぜひご相談いただければと思います。

・松本市では、百歳体操を利用してフレイルチェックを行い、疑いのある

人を病院に紹介して検診を受けてもらい、要介護状態から抜け出す取組が

あると聞いた。平野区でも医療機関と連携し、同様のフレイルチェックを

行っているのか教えてほしい。

　大阪市においても、地域の医療機関等で実施している特定健康診

査や後期高齢者医療健康診査において、問診票にフレイルに関する

項目が含まれており、保健指導が必要となった方には、保健師が訪

問し、閉じこもり予防や必要な支援等を行っています。

　例えば、喜連西地域の体操教室では、医療機関と保健師との共催

で、InBody（筋肉・脂肪・水分量等を測定する機器）や、握力、足

趾力等の測定を年２回実施し、リハビリテーション専門職によるフ

レイル予防の講話も行われています。

　当区の百歳体操には年２回保健師が出向き、健康講座を実施して

おり、そのうち１回は体力測定も行っています。さらに、百歳体操

以外の場でも、保健師が出向き、健康講座を実施することができま

すので、ぜひお気軽にご相談ください。

・百歳体操に参加していない人に対して、保健師が指導する機会はないの

か。

　特定健康診査や後期高齢者医療健康診査において、血圧や血糖等

の血液検査で要指導となった方や、フレイルの方、閉じこもり気味

な方等に対し、個別に訪問し、生活習慣の改善や外出を促進するた

めの支援を行っています。

・商業施設を活用することは大きなメリットがあると考えている。例え

ば、スーパーマーケットをPRや健康相談の場として活用することで、地

域の活動を広められる。このような取組を通じて、若い世代にも事業を

知ってもらい、平野区の活動がより広く認知されるのではないかと思う。

　区内の複数のスーパーマーケットに依頼し、既に百歳体操の場所

の提供をいただいており、今後、施設内にある薬局と連携した協力

等を予定していますが、「場所がない」「対応できる人材がいな

い」等の事情により連携が難しい場合もございます。

そこで、場所や講師の派遣等に協力いただけそうな企業、団体等が

ありましたら、連携を検討させていただきますので、ぜひご教示く

ださい。
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7

【介護予防ポイント事業について】

・現在は「施設活動コース」の対象が介護施設や保育所、認定こども園で

の活動に限定されているが、例えば、百歳体操やふれあい喫茶等の地域で

の活動も対象にしてはどうか。そこに日頃参加していない人を声掛けして

連れてきたり、地域活動に誘い合う仕組み等を導入するのも一つのアイ

ディアではないか。対象となる事業を広げる（事業同士をコラボする）こ

とで活動の幅が広がり、担い手不足の問題等、新たな発展が期待できるの

ではないかと思う。

　介護予防ポイント事業の「施設活動コース」は区内に90件ほど登

録施設があり、高齢者が歩いて行ける場所にある高齢者施設や保育

園などで受け入れてくださっています。百歳体操やふれあい喫茶等

での受け入れについては、現時点で「施設活動コース」の受入施設

としての要件を満たしていないため、本事業の対象外となっていま

す。登録施設においてポイントの付与や、本事業を受託している市

社会福祉協議会への報告の手間などの負担が生じるため、委託元で

ある福祉局において、慎重に検討されているところです。

　また、「在宅活動コース」もあり、自宅へ訪問して買物や掃除、

洗濯、受診同行、電球交換、植木の水やり、話し相手等の活動を行

うこととなっていますが、現在のところ港区、東成区、生野区及び

旭区周辺でのみ活動しており、平野区では受託事業者が見つからな

いため実施していません。

・どうしたら施設活動コースの受入施設の登録ができるのか、また、在宅

活動コースの事業者になれるのか。在宅活動コースの事業者は社会福祉法

人でないといけないのか。

　施設活動コースと在宅活動コースの両方については、福祉局が市

社会福祉協議会に委託しています。応募要件について福祉局に確認

したところ、次のとおり回答を得ました。

どちらのコースも、社会福祉法人でない法人も応募が可能です。

【施設活動コース】（随時公募）受託機関である市社会福祉協議会

ホームページに掲載されている「受入施設登録申請書」の「施設・

事業所種別」に記載されてる入所・通所施設（指定介護保険事業

者）であることが必要です。

【在宅活動コース】（毎年１月～２月頃に公募）「住民の助け合い

による生活支援活動事業管理業務」の受託者として登録することが

条件です。また、「本市内に主たる事務所が所在する営利を目的と

しない法人であって、本市内で地域包括支援センターや民生委員、

地域住民団体等と連携した住民による生活支援活動への支援実績が

１年以上あること」のほか、同業務の「募集要領」に記載がある要

件を全て満たしている必要があります。

・このような事業を始めて知ったので、もっと区民に広報すれば良いと思

う。

　閉じこもりがちな方への訪問や、百歳体操、ふれあい喫茶等に出

向いた際に周知していますが、なかなか浸透していないのが実情で

す。周知させていただける場があればお知らせください。

・受入施設を増やすために施設にも広報すれば良いと思う。 　福祉局が毎年実施しており、介護保険事業者は必ず受けなければ

ならない介護保険事業者指導という研修において、介護予防ポイン

ト事業の登録案内をしています。

・介護事業所ではヘルパーが不足していると聞いているので、例えば、若

いヘルパーさんは料理が苦手な人もいることから、元気な高齢者が、居宅

で料理を作るなどの手伝いができれば良いと思う。また、区役所に行って

も介護予防ポイント事業の情報が見つけにくいので、インターネットだけ

でなく、紙媒体で分かりやすく情報を提供してもらえると、もっと活用し

やすくなると思う。

　2040年問題において、担い手がますます不足することが予測さ

れているため、高齢者が高齢者を、支えられる方が支える方にもな

るという地域づくりをめざす必要があると考えています。

　また、情報については、高齢者が見やすい紙媒体でもしっかりと

発信してまいります。

区政会議におけるご意見

～主に【地域福祉】に関するご意見～

年月

ご意見・質疑内容
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【ヘルプマークについて】

・前回会議のアンケートで「ヘルプマークは、区役所に行けばもらえると

うわさがあります。だからどうこういうのではありませんが、うわさは怖

いです。」と書いているが、実際には各区の保健福祉センターの障がい福

祉担当に行けば貰えるのではないのか。

　ヘルプマークは、障がい者手帳の所持に関係なく、援助や配慮を

必要としている方にお渡ししています。特に外見から分からない障

がいなど、周囲の方にこのマークによって知らせることで援助を得

やすくするためのものです。

　平野区では区役所３階の保健福祉課33番窓口でお申し出いただけ

れば、お一人につき一つをお渡ししています。

　なお、広報ひらの12月号の紙面でもご紹介していますが、この

マークを見かけられた際はその方への声かけやサポートにご協力い

ただけるよう、地域の皆様へのご周知をよろしくお願いします。

ご意見内容

【住民のつながりづくりについて】

・住宅の高層化で人間関係が希薄になっており、特に高齢者については、特殊詐欺の影響で家を訪ねてもインターホン越しの会話が限界で接点づく

りが難しいと感じている。住民同士のつながりが弱く、住民のネットワークづくりが課題だと思う。

・瓜破西地域では団地が多く高齢化率も高くなっている。百歳体操やふれあい喫茶などの活動に参加する人は交流できているが、参加者は限られて

おり、人間関係の希薄化を感じている。

8

【受療率の向上について】

・地域ごとの受療率は把握しているのか。 　受療率は、国が３年に１回実施している患者調査により把握して

いますが、令和５年10月のある１日に、抽出した医療機関を受診し

た患者数を人口10万対で算出したものが最新データです。大阪市保

健所保健医療対策課から厚生労働省統計担当部署にも確認しました

が、都道府県レベルでの統計であり、自治体単位では算出していな

いと回答がありました。

・フレイルの原因には環境もあるが、やはり疾患が大いに関係していると

思う。認知症等が進んで重篤な状態になってから初めて受診し、それが

きっかけで深刻な問題を抱えている世帯であることが判明するケースを数

多く見かけるが、これらは近隣にかかりつけ医があれば、日頃の体調管理

や身体が弱ってきても早めに医師等から介護保険の利用を提案してもらっ

たりすることが可能である。しかしながら、平野区では地域によって診療

所の数に大きな差があり、少ない地域では受療率や介護保険の利用率が低

い印象がある。やはり早めにかかりつけ医や近所の医療機関に受診するこ

とは重要であり、受療率の向上や地域でのサポート体制との両方を強化す

ることがフレイル予防に役立つと思う。

　現在、当区において把握しているデータでは、特定健診受診率と

特定健診委託医療機関数は必ずしも比例しておらず、医療機関が少

なくても受診率が高い地域もあります。

　また、「介護保険利用率」は存在せず、参考として要支援要介護

認定率について地域別に確認しましたが、医療機関数とは比例せ

ず、高齢化率に比例して高い傾向にありました。

　今後も、区民まつりや健康まつり等の地域でのイベントや、最

近、比較的関心が高くなっている防災イベント等において、健診受

診や早期受診・早期治療の啓発を行っていきたいと考えています。

・地域活動の参加者は固定化しており、新しい人を引き込むことが一番の課題だと感じている。

・地域活動にいつも参加しない人は、何をしてもなかなか顔を出さないことが多い。私の住む地域の人たちはふれあい喫茶に誘っても断られる。そ

のため、ボランティアも少ない。

・昔から住んでいる人と他所から来た人たちの交流は、年月が経ってもなかなか進まないことがあると感じている。しかし、こどもを通じてPTAや

地域の行事で一緒に活動することで、交流が生まれ、地域活動にも参加してもらえるようになることがあるという話を聞いている。

【ひきこもり支援について】

・障がい者のひきこもりの方々と関わることがあるが、若い方のひきこもりと、高齢者のひきこもりではアプローチが違う。接触するための努力は

社会福祉協議会や地域、包括支援センターも行っているが、連携が不足していると感じる。だからこそ、行政や地域が協力して、連絡ネットワーク

を作る必要があると思う。

【自治会の共益活動について】

・マンションや市営住宅では共益費がかかるが、私の住んでいる市営住宅では、掃除に参加しない場合に1,500円のペナルティを払うというルールが

ある。若い人たちはペナルティを払って掃除に参加しないこともあるが、一方で高齢者や生活保護を受けている方は、1,500円を払えずに参加するこ

ともある。住宅管理センターには、地域福祉の観点から自治会の在り方を見直してほしいと思っている。

区政会議におけるご意見

～主に【地域福祉】に関するご意見～

年月

ご意見・質疑内容



令和７年２月（グループ別開催）

番
号

対応方針
（令和７年３月時点）

ご意見・質疑内容
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【様々な課題を抱えるこどもの支援について】

・こどもサポートネット事業は、課題を抱えるこどもやその家庭をさまざ

まな支援に繋いでいくものということだが、区役所の予算としては計上さ

れていないのか。

　お見込みのとおりです。担当職員（こどもサポート推進員及び

SSW）の人件費は教育委員会事務局及びこども青少年局の予算とし

て計上されています。繋ぐ先の支援策は既存の福祉制度等ですの

で、各担当部署が予算計上しています。

・SSW（スクール・ソーシャル・ワーカー）は平野区の所属なのか、教

育委員会の所属なのか。また、区長にSSWの人事権があるのか。

　SSWは教育委員会事務局が採用しており、人事権も教育委員会事

務局が持っています。

・自分の住んでいる地域の小学校で不登校の児童に対して非常によく対応

してくれているSSWがいるのだが、その方が異動すると、その子が中学に

進学できず不登校になる可能性があると心配している。人事異動に関して

は、トップダウンではなく、現場の担当者の状況を考慮して適切に行われ

るようなシステムが必要だと感じている。

　SSWの人事権は教育委員会事務局が持っていますが、平野区役所

としても、良い人材には長く平野区の小中学校に関わってもらいた

いと考えていますので、折に触れ、教育委員会事務局へ希望を伝え

ています。

区政会議におけるご意見

・各校で不登校の生徒が約１割いると聞いているが、それに対してSSW４

人で本当に対応できるのか疑問に思っている。

　課題を抱えたこどもたちにしっかりと寄り添うためには、できる

だけ多くのスタッフが必要です。平野区はSSWの配置人数が最も

多い区の１つですので、現状の配置については、こどもたちへの支

援をより充実させるために可能な限りの配慮がなされていると考え

ています。
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【ひとり親家庭支援について】

・区役所では、婚姻解消や死亡の届出をした際に、届出者全員に必要な手

続きについて案内しているのか。

　平野区役所では、離婚届や死亡届に限らず、各種手続きを行う方

が児童扶養手当等ひとり親家庭等支援の対象になり得ると判明した

場合には、区役所３階にある保健福祉課の窓口に繋ぐことを徹底し

ております。そこで担当職員がお話をお聞きし、各種制度のご案内

や就職のサポート等、必要な支援に努めております。

・大阪市はひとり親家庭にしっかりと関わり、離婚前からの相談や養育費

確保の支援等を提供しているが、周知が不十分だと感じる。当事者である

市民はもちろん、保育士等の周囲で関わる人にもひとり親家庭のサービス

をもっと知ってもらいたい。また、ひとり親家庭と言っても母子家庭だけ

でなく、父子家庭や祖父母が孫を育てるケースもあり、児童扶養手当は外

国籍であっても対象であること等、市はひとり親家庭の自立促進計画を進

めているが、まだまだ知られていないことがあり、どのように啓発してい

くかが課題だと感じる。

　ひとり親家庭に対する支援については、市民に対する周知はもと

より、区内の子育て支援関係者にも知っていただき、支援を必要と

する方がおられたら区役所に繋いでいただくことも重要と考えま

す。子育て支援関係者の会議や研修会の場もお借りしながら、働き

かけてまいります。

～主に【こども教育】に関するご意見～

年月



令和７年２月（グループ別開催）

番
号

対応方針
（令和７年３月時点）

・課題を抱えるこどもに対して、小学校の先生は熱心に対応している印象

だが、中学校に進むと生徒が見放されたように感じることがある。小学校

の間にもっと効果的に支援をつなげる方法がないか。

・学年懇談会で不登校の話題になり、不登校のこどもを持つ多くの親が、

体調を崩したり、「行きたくない」というこどもの声に対し、無理に学校

に行かせるべきか悩んでいることがわかった。親たちはこどもの将来を心

配し、不安を抱えており、同じ悩みを共有できるサポートが必要だと感じ

る。

・こどもの不登校が続いた場合、忙しくしている先生に相談するのを遠慮

してしまうかもしれないが、思い切って相談すると、先生を通じて様々な

支援につないでもらえる可能性がある。ただ、親がそのような情報を知ら

ないため、そうした情報が周知されると助かると思う。

・学校の先生に会うのが嫌だと思っているこどものために、先生とは異な

る人が対応することが必要な場合もある。しかし、こどもたちとの関係を

築くのは難しく、誰にでもできる役割ではない。だからこそ、さまざまな

手段で相談できるシステムが大切で、保護者や学校がすぐに相談先を見つ

けられるような情報提供があると良いと思う。

12

【不登校支援について】

・不登校のこどもが年々増えている理由をどのように分析しているのか。 　不登校に対しては、いかに学校に復帰させるかを前提に、どういった取組

や支援を行うのかが以前の考え方でした。通称で教育機会確保法と言われる

法律が平成28年に公布され、29年に施行されました。この法律の施行を受

け、令和元年に文部科学省が通知を出し基本的な考え方が示され、その一つ

に、学校に登校するという結果のみを目標にするのではなく、児童生徒が自

らの進路を主体的に捉えて、社会的に自立することをめざす必要があるとい

う考え方があります。関係者の方々によりますと、ここが一つの大きな転機

になっているのではないかと言われています。

　もう一つ考えられることは、コロナの影響もやはりあると思われ、例えば

阪神大震災や東日本大震災の翌年以降には不登校が増えており、社会情勢の

影響もかなりあるのではと指摘している文献もあります。

　このように国が基本的な捉え方や方針を変えたということとコロナの影響

が大きかったのではと認識しております。

・不登校の定義を教えてほしい。 　文部科学省による不登校の定義は、何らかの心理的、情緒的、身体的、あ

るいは社会的要因・背景により、登校しないあるいはしたくてもできない状

況にあるために年間30日以上欠席した者のうち、病気や経済的な理由による

ものを除いたものとなっております。そのため、例えば病気で入院して行け

ないなどは不登校には入りません。また、経済的な理由も入らないため、そ

れ以外での、基本は年間30日以上欠席したものということになります。

　文部科学省の通知にもあるとおり、社会的に自立することをめざす必要が

あるということで、必ずしも学校生活を送った上での社会的自立ということ

に国も限定していないと考えています。

・不登校でも自分の人生に満足している場合もあるのなら、不登校の定義

には当てはまっても、わざわざカウントする必要があるのかと思う。

～主に【こども教育】に関するご意見～

年月

ご意見・質疑内容

区政会議におけるご意見

・不登校の定義が30日以上とあるが、学校に１日も来ないこどもをどう

救い上げて支援につなげるかが重要だと思う。

・平野北中学校では、不登校の生徒向けに担任や友達が来ないで自習でき

る「SSR（スペシャルサポートルーム）」を設け、一定の成果を上げてい

ると聞くが、この取組は平野区や全国的に広がっているのか。

　スペシャルサポートルームは、令和６年度から大阪市教育委員会が、不登

校対策として、校内教育支援センターのモデル設置という形で実施している

取組です。

　モデル実施であるため、設置している校数は限られており、平野区は複数

ありますが、設置している学校が1校もない区もあります。

　もともと教育支援センターという仕組みが不登校対策で従来からありまし

たが、地域に数か所（本市では３か所開設）の場合もあり、そこで、学校の

中に教育支援センターを作っていく取組が、国の方向性として示されていま

す。そのため、これからも増えていく方向で進んでいくと考えております。

　本市でも引き続き令和７年度において予算計上されており、一定の成果も

上がっていると聞いておりますので、取組は広がって行くと思われます。

　不登校は、児童生徒によって、持って生まれた特性や家庭環境など様々な

要因が絡むため、それらを総合的に考えて、その児童生徒に合った対応策と

して、学校復帰が良ければそれを進めますが、学校復帰だけを目的として無理

強いすれば、当該の児童生徒が苦しむことになりかねません。そのため、学

校復帰が難しい場合の様々なパターンとして、フリースクールやオンライン

学習なども、学校との連携の上で活用できる方向になってきており、受皿は

広がってきています。

　一番大事なのは、その児童生徒一人一人の状況に合わせて対応していくこ

とだと考えています。

　学校では、担任に話しにくい場合には、主任の先生や教頭先生など、他の

先生方が児童や保護者の相談に応じています。また、区役所子育て支援室の

SSWやこどもサポートネットの支援員も状況に応じて学校に入っています。

　平野区では、主に中学校の不登校生徒を受け入れる「こどもの生きる力育

成支援事業」を実施しており、専門の支援者が教員の代わりに生徒や保護者

のご相談に応じ、必要に応じて学校に伝える活動も行っています。予算の関

係もあり、不登校生徒の数を考えると十分な活動とは言えませんが、一人で

も多くの生徒の自立を支援できればと考えております。

・国が不登校のこどもを減らしたいという意図があるのかどうかがはっき

りしない。こどもの社会的自立をめざすのであれば、学校に行くことを促

す施策ではなく、自立を支援する方向で施策を推し進めるべきではない

か。



令和７年２月（グループ別開催）

番
号

対応方針
（令和７年３月時点）

　アウトカム指標の「学校に行くのは楽しいと感じる生徒の割合」

が76％であるのは、目標を設定した令和３年度の平野区の数字が

70.2％であり、大阪市平均が75.2％であったため、「大阪市教育振

興基本計画」も参考にしつつ、令和７年度末までの目標として76％

としております。

　平野区の現状では、令和４年度が76.4％、令和５年度が76.6％と

なっており、令和８年度にむけ新たな目標設定を行いたいと考えて

おります。

　なお、学校に行くのが楽しくないと答えた数字と不登校のこども

の数字は一致しておらず、不登校の割合は、令和４年度の数字とし

ては、小学校では本市が1.65％、全国平均が1.70％。中学校では、

本市が8.62％、全国平均が5.98%となっております。

・76％という数値は逆に言えば、４人に１人が学校に行くのは楽しくな

いと感じていることになる。実際に不登校もそれくらいの数に達している

のか、そうでないとしたらもう少し高い数値を目標にしてもいいのではな

いか。

ご意見内容

【社会的養護支援の取組について】

・社会的養護が必要なこどもたちに対するアドボカシー活動が進められており、大阪では堺市のNPO法人が中心となって、民間の方々がトレーニン

グを受けて施設を訪問し、こどもたちの声を聴いて必要な支援に繋げている。民間の方であれば地域に長く根づいて活動される方も多く、また、こ

のような活動は、SSWの役割の一部と同様であり、こどもたちへの支援の取組が広がることを期待している。

13

【アウトカム指標（学校に行くのは楽しいと感じる生徒の割合）の目標値

等について】

・アウトカム指標（学校に行くのは楽しいと感じる生徒の割合）の目標値

が76％と細かい数値になっているが、なぜ76％なのか。また、現状の平

野区やそれ以外の地域の数値がわかれば教えてほしい。

年月

ご意見・質疑内容

区政会議におけるご意見

～主に【こども教育】に関するご意見～


